
岡山大学大学院法務研究科及び香川大学法学部の法曹養成連携協定 

岡山大学大学院法務研究科（以下「甲」という。）と香川大学法学部（以下「乙」という。）は、次

のとおり、法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律（以下「法」という。）第６条の規

定に基づく法曹養成連携協定（以下「本協定」という。）を交わす。 

（目的） 

第１条 本協定は、甲と乙が法曹養成について連携し、双方の教育の円滑な接続を図ることを目的とす

るものである。 

（法曹養成連携協定の対象） 

第２条 本協定において、法第６条第２項第１号に規定する連携法科大学院及び連携法曹基礎課程は、

それぞれ以下のとおりとする。 

一 連携法科大学院 国立大学法人岡山大学管理学則第５６条第１項に規定する法務研究科法務専攻

（以下「本法科大学院」という。） 

二 連携法曹基礎課程 香川大学法学部規程第３条の２に規定する乙の連携法曹基礎課程（以下「本法

曹プログラム」という。） 

（本法曹プログラムの教育課程） 

第３条 乙は、本法曹プログラムの教育課程を別紙１のとおり定める。 

（本法曹プログラムの成績評価等） 

第４条 乙は、本法曹プログラムの成績評価基準を別紙２のとおり定め、当該基準に従い成績評価を行

うものとする。 

２ 乙は、本法曹プログラムの修了要件を別紙３のとおり定め、当該要件に従って修了認定を行うもの

とする。 

（本法曹プログラムの学生の早期卒業） 

第５条 乙は、本法曹プログラムに在籍する学生を対象とする早期卒業制度の要件を別紙４のとおり定

め、当該要件に従って卒業認定を行うものとする。 

（学修支援体制） 

第６条 乙は、本法曹プログラムの学生について、次に掲げる学修支援体制を構築するものとする。 

一 本法曹プログラムの学生に対して学修指導を行うアドバイザー教員の配置 

二 前号のアドバイザー教員を補佐し、学修その他の就学に関する助言を行う実務経験のある教員の

配置 

三 前二号の教員以外の教員による、学修支援体制に関する学生からの意見の定期的な聴取 
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２ 乙は、前項第三号による意見聴取の結果を第７条第２項に規定する連携協議会に報告するととも

に、必要に応じて学修支援体制の見直しを行うものとする。 

 

（甲の乙に対する協力等） 

第７条 甲は、本法曹プログラムにおいて、本法科大学院における教育との円滑な接続に配慮した教育

が十分に実施されるよう、以下の協力を行うものとする。 

一 乙の求めに応じ、本法曹プログラムの学生に対し、本法科大学院への進学のためのガイダンスを

行うこと 

二 乙の求めに応じ、本法曹プログラムにおいて開設される科目の一部の実施に当たり、本法科大学

院の教員を派遣すること 

三 乙における教育の改善・充実のため、共同して授業改善のための活動を行うこと 

 

２ 甲及び乙は、本法科大学院における教育と本法曹プログラムにおける教育との円滑な接続を図るた

めの方策について継続的に調査研究及び協議を行うため、連携協議会を設置するものとする。 

 

３ 甲及び乙は、協議により、前項の連携協議会の運営に関する事項を定める。 

 

（入学者選抜の方法） 

第８条 甲は、本法曹プログラムを修了して本法科大学院に入学しようとする者を対象として、５年一 

貫型教育選抜（論文式試験を課さず、本法曹プログラムの成績等に基づき合否判定を行う入学者選抜

をいう。以下、同じ。）による入学者選抜を実施する。 

 

２ 前項の入学者選抜の募集人員、出願要件その他の入学者選抜の実施に関する事項は別紙５のとお 

りとする。 

 

（協定の有効期間、合意による改訂又は解約） 

第９条 本協定の有効期間は、令和５年４月１日から４年間とする。ただし、協定の有効期間満了の１

年前の日までに、甲又は乙の一方が他方に対し本協定の更新拒絶を通知しない場合には、有効期間を

２年間としたうえで更新することとし、以後も同様とする。 

 

２ 甲と乙は、合意により、本協定を改訂し又は解約することができる。 

 

（協定に違反した場合の措置） 

第１０条 甲又は乙は、他方当事者が本協定に規定された事項を履行しない場合、他方当事者に対し、

相当な期間を定めてその改善を申し入れることができる。 

 

２ 甲又は乙は、他方当事者が前項の申し入れを受けてもなお申し入れた事項の履行に応じない場合
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は、本協定を解約することができる。ただし、申し入れを受けた当事者が履行に応じないことに正当

な理由がある場合は、この限りではない。 

 

（本協定が終了する時期） 

第１１条 第９条第１項の定めにより本協定の更新を拒絶し、又は第９条第２項若しくは前条第２項の

定めにより本協定を解約する場合においては、本協定は、当該更新の拒絶又は当該解約の時点におい

て現に本法曹プログラムに在籍し、又は本法曹プログラムへの登録が可能であった学生全員が次の各

号のいずれかに該当することとなったときに終了する。 

一 本法曹プログラムを修了したとき 

二 本法曹プログラムへの登録ができなくなったとき 

 

（協定書に定めのない事項） 

第１２条 甲及び乙は、本協定に定めのない事項であって協定の目的の実施に当たり調整が必要なもの

及び協定の解釈に疑義を生じた事項については、第７条第２項に規定する連携協議会において協議

し、決定する。 

 

本協定を証するため、本書を２通作成し、各当事者の代表者が押印のうえ、各１通を保有する。 

 

   令和４年１２月２３日 

 

  甲                         乙 

  学長（代理人）                   学長（代理人） 

  岡山大学大学院法務研究科              香川大学法学部 

        研究科長 佐藤 吾郎             学部長 三野 靖 
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＜別紙１＞  

１．乙の法曹プログラムの教育課程編成の方針 

乙は、本法科大学院における教育と円滑に接続するよう体系的かつ段階的に開設するため、次のよう 

に本法曹プログラムの教育課程を編成する。 

 

香川大学法学部法曹プログラム・カリキュラムポリシー 

 

 

【連携法曹基礎課程（法曹プログラム）の教育課程編成の考え方】  

 

 法曹養成連携協定を締結した法科大学院（以下、連携法科大学院）の法学既修者コースの教育課程と一

貫的に接続する段階的かつ体系的な教育課程を編成します。  

 連携法科大学院において法学既修者認定により履修免除される法律基本科目の基礎科目を、法曹プロ

グラムの必修科目として開設します。法律基本科目の基礎科目については、法学を段階的かつ体系的に

学ぶため、適切な順序に沿った科目履修が可能になるような学年・学期配置とします。  

 連携法科大学院における教育と法曹プログラムにおける教育との円滑な接続を図るために、演習形式

の科目（法文書作成 I・II、発展的公法・民事法・刑事法）を開設し、必修科目に指定します。法律基本

科目の基礎科目の履修が一定程度進んだ後に少人数の演習形式の科目を配置することで、段階的かつ体

系的な学修を可能にします。また、連携法科大学院の教員が行う授業を体験する機会を設けます。  

 

【連携法曹基礎課程（法曹プログラム）の学修内容及び学修方法】  

 

 法曹プログラムの必修科目のうち講義形式の科目については、成績評価ガイドラインを定めて、厳格

で公平な成績評価を行います。  
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２．乙の法曹プログラムの教育課程 

学
年 

学
期 

必修科目 選択必修科目 選択科目 

科目名 単位数 科目名 単位数 科目名 単位数 

１
年 

前
期 

      

      

後
期 

民法 I ４     

刑法各論 I ２     

      

２
年 

前
期 

憲法 I ２   法哲学 ２ 

民法 II ４     

民法 IV ４     

刑法総論 ４     

法文書作成 I ２     

後
期 

憲法 II ４     

民法 III ４     

刑法各論 II ２     

民事訴訟法 I ２     

刑事訴訟法 I ２     

行政法総論 ４     

法文書作成 II ２     

      

３
年 

前
期 

行政救済法 I ２     

行政救済法 II ２     

会社法 I ２     

民事訴訟法 II ２     

刑事訴訟法 II ２     

発展的公法 ２     

発展的民事法 ２     

演習（通年）※1 ２     

後
期 

会社法 II ２     

発展的刑事法 ２     

演習（通年）※1 ２     

      

合計  64    ２ 

※1 演習は実定法科目から選択する。  
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＜別紙２＞ 

1. 乙の法曹プログラムにおける成績評価の基準 

学則に定める評語 評点 講義科目 少人数授業 

秀  90 以上 10％以内  10％以内  

優  

80～90 未満 20％程度  

（秀と合わせて 

30％程度）  

  

良  70～80 未満     

可  60～70 未満     

不可  60 未満     

 

（注） 

(1) この基準は目安である。  

(2) 少人数授業はゼミナール形式の科目および履修者数 20名以下の科目を指す。  

(3)「憲法Ⅰ」、「憲法Ⅱ」、「民法Ⅰ（総則・法定債権）」、「民法Ⅱ（物権）」、「民法Ⅲ（債権総論・

契約）」、「民法Ⅳ（親族・相続）」、「刑法総論」、「刑法各論Ⅰ」、「刑法各論Ⅱ」、「行政法総

論」、「行政救済法Ⅰ」、「行政救済法Ⅱ」、「会社法Ⅰ」、「会社法Ⅱ」、「民事訴訟法Ⅰ」、「民

事訴訟法Ⅱ」、「刑事訴訟法Ⅰ」、「刑事訴訟法Ⅱ」、「法文書作成Ⅰ」、「法文書作成Ⅱ」、「発展

的公法」、「発展的刑事法（事例研究）」、「発展的民事法」には、講義科目の基準を適用する。  

 

※ 本法曹プログラム必修科目については、この基準の数値から大幅に逸脱している場合、その理由を

説明した文書を教務委員会に提出することを求める場合がある。 

 

２．乙の法曹プログラムにおけるＧＰＡの基準等 

 ① 通算ＧＰＡは、下記の計算式によって算出される。 

 
    
 

 

（秀の単位数×４）＋（優の単位数×３）＋（良の単位数×２）＋（可の単位数×１） 

 

履修登録単位数 

 
 ② 通算ＧＰＡの対象となる科目について 

 香川大学の５段階評価が適用され、かつ、その単位を法学部の卒業要件に算入できる科目を対象

とする。 

    上記の条件を満たしていれば、他学部開設科目や単位互換協定を締結している他大学の授業科 

   目、外国語科目における各種試験の認定を含む。 

 

  

ＧＰＡ＝ 

＝ 
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＜別紙３＞乙の法曹プログラムの修了認定 

 

３年次以上の登録者のうち、次に掲げるすべての要件を満たす場合、卒業判定時に本法曹プログラム

修了の認定を行う。 

① 卒業要件単位をすべて修得していること。 

② ３年次学年終了時においては36月、４年次学年終了時においては48月在学していること。 

③ 必修科目のすべての単位を修得し、かつ３分の２以上の科目の成績評価が良以上であること。 
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＜別紙４＞乙の法曹プログラムに登録した学生を対象とする早期卒業制度 

 

香川大学学部学則（以下、「学則」という。）第５９条第３項及び香川大学法学部規程（以下、「法

学部規程」という。）第９条並びに香川大学法学部早期卒業制度取扱要項（以下、「取扱要項」とい

う。）に基づき、３年次に本法曹プログラムに登録された学生のうち、次に掲げるすべての要件を満た

す場合、本法曹プログラムにおける早期卒業の認定を行う。 

① ２年次終了時点で、卒業要件単位 82単位以上を修得し、かつ通算ＧＰＡが 3.0 以上であること。 

② ３年次終了時点までに、卒業要件単位 128 単位以上を修得していること（「演習（必修６単位）」に

ついては履修期間を１年間に短縮する特別措置が行われる。）。 

 ③ ３年次終了時点までの通算ＧＰＡが 3.0 以上であること。 

④ ３年次終了時点までに、本法曹プログラムを修了していること。 

⑤ 法科大学院の５年一貫型選抜もしくは開放型選抜を受験し、いずれかに合格したこと。 

 

※④⑤は本法曹プログラムに登録した学生にのみ適用される要件。 

 

※早期卒業を希望した者は、演習を 1年間（4単位）履修し、それに加えて特別研究（2 単位）の履修を

する必要がある。早期卒業の基準を満たさない場合は、さらに演習（2 単位）を必修科目として履修しな

ければならない。 

 

 本法曹プログラムに在籍する学生の履修登録単位数の上限は、開講される科目について、年間合計４

４単位、半期２６単位を超えて履修登録することはできない。但し、集中講義等を除く。 
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＜別紙５＞乙の法曹プログラムを修了して甲の法曹養成専攻に入学しようとする者を対象とする入学者

選抜の方法 

 

 

１．入学者選抜の方法 下記３の対象者からの出願に基づき、５年一貫型教育選抜を実施する。 

 

２．募集人員 ７人（乙以外の連携協定校の志願者からの選抜も含む） 

 

３．対象者 乙の 3 年次または 4 年次に在学中であり、連携する法曹プログラムに登録している者。た

だし、5 年次以上に在学する者であっても、標準修了年限を超過して在籍する理由につき甲が正当と認

める場合には、個別審査の上、5 年一貫型教育選抜の対象とすることができる。 

 

４．出願要件 以下の各号の定めるとおりとする。 

 一 出願年度の年度末をもって、連携する法曹プログラムを修了見込みであること   

二 出願時において、連携する法曹プログラムの２年次までに開講される必修科目の単位を修得し、 

  かつ、その成績が 70点未満となった科目がないこと 

 

５．出願書類 以下に掲げる書類とする。 

①入学願書、②成績証明書、③連携する法曹プログラムの修了見込み証明書、④志望理由書、⑤その他、

甲の入試要項において提出を求める書類等 

 

６選抜方法 「法曹プログラムの成績」（必修科目に限る）、「面接・書類審査」を総合して判定する。 

配点 法曹プログラムの成績 100 点 面接・書類審査 100 点 計 200 点 

 

７．合格の取消し ５年一貫型教育選抜の合格者が、次の各号の一にあたることとなった場合、合格を取

消す。ただし、第２号に掲げる場合であって、70 点未満となった科目について、甲が実施する単位修

得認定試験に合格した場合を除く。 

 一 出願年度の年度末において、連携する法曹プログラムの修了ができなかった場合 

 二 連携する法曹プログラムの必修科目の成績のいずれかが、70点未満となった場合 
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